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１．調査目的 

本調査では、アジア太平洋海域の安定の重要性

に鑑み、各国海上保安機関の能力の維持・向上と

各国海上保安機関間の連携の必要性を念頭に、米

国のアジア太平洋地域の各国海上保安機関に対す

る能力向上支援の現状とその背景等について、将

来における「海上保安能力向上支援」というフィ

ールドでの日米協力のあり方を探るための基礎調

査を行うことを目的とした。 

 

２．調査方法及び項目 

（１）調査方法等 

海上保安に関する業務、政策に精通した中堅

幹部クラスの研究員を（一般財団法人）運輸総

合研究所のワシントン国際問題研究所に派遣し、

そこを拠点として米国沿岸警備隊をはじめ関係

機関・民間専門家等から情報収集・意見交換を

行った。 

また、米国における、第三国海洋能力向上支

援に係る関係組織や予算傾向、アジア太平洋地

域の海洋状況や米国の取り組みに関する情報収

集を行うにあたり、関連データ収集・分析作業

及びワークショップの開催支援等をワシントン

近郊に所在する米国民間調査会社に委託した。 

（２）調査項目等 

本年度の調査項目等は次のとおり。 

１． 調 査 

a）  米国のアジア太平洋政策を踏まえ、米

国が実施している海上保安能力向上支援

策について基礎的な情報収集を実施する。 

ｂ）これまで日本が実施してきた各種キャパ

シティビルディングプロジェクトを参考

に、日米が協働可能な海上保安分野につい

て、基礎的な情報収集を実施する。 

２． ワークショップ開催 

 

３．調査の内容 

ここでは、上記調査項目について行った基礎調

査等について、報告書にまとめた内容を要約して

紹介する。 

第１章では、序文として、アジア太平洋海域の

安定の重要性と各国海上保安機関の能力の維持・

向上と連携の必要性に触れつつ、本調査研究の狙

いについて示した。 

第２章から第４章にかけては、米国の、第三国

海洋能力向上支援に係る関係組織と海洋関連プロ

グラム予算についての基礎調査内容を示した。 

関係組織については、米国沿岸警備隊や米国海

軍等いわゆる実施面に関係する組織に加え、米国

国務省や米国国際開発庁等いわゆる政策面に関係

する組織について、その概観を示した。 

海洋プログラム予算については、米国の連邦予

算全般とそこに占める国際援助・開発等に係る予

算の概要に加え、米国の対外能力開発に関する注

力分野やそれら援助の受益地域や国等の傾向につ

いて示した。 

第５章及び第６章では、アジア太平洋地域のう

ち、南シナ海に焦点を当て、南シナ海を巡る周辺

国等の状況について背景等を概観するとともに、

２０１６年７月に示された、南シナ海を巡りフィ

リピンが起こした国連仲裁裁判に関し、同裁判所

の判断において注目したい点等について言及する

と共に、周辺国及びＡＳＥＡＮ全体としての反応

について示した。 

第７章では、米国の法源として、米国憲法、法

典、連邦規則等、海事関係を含む米国の法制度の

概要について触れつつ、国連海洋法条約に批准し

ていない米国の、同条約批准に対する国内の気運

について示した。 

第８章では、米国の海洋政策に着目し、注目し
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たい海洋関連政策・戦略について各概要を示すと

ともに、オバマ大統領政権下で行われてきたアジ

ア太平洋リバランス政策を踏まえつつ、各種海洋

関連政策・戦略に見る米国のアジア太平洋地域に

係るスタンスについての考察を示した。 

第９章では、米国が行う能力向上支援策に着目

し、各国間での合同訓練演習や協力合意の他、装

備品譲渡をはじめとする各種能力強化策について

示した。 

第 10 章では、東南アジア海域をはじめとする各

種海洋犯罪や海上災害への対応に当たる海上保安

機関の重要性に加え、昨今の海上保安機関の性格

に着目しつつ、海上保安機関に期待される事項に

ついての考察を示した。 

第 11 章及び第 12 章では、米国沿岸警備隊に着

目し、米国沿岸警備隊の安全保障分野支援戦略の

概要と、同戦略において注目したい点について言

及すると共に、米国沿岸警備隊が行う能力向上支

援策等について、訓練施設全般や訓練概要につい

て示した。 

第 13 章から第 15 章では、日米関係の歴史的背

景や特徴・傾向等を示すと共に、日米を含む海上

保安機関間の協力枠組みを示した。また、トラン

プ大統領政権発足を踏まえた今後の可能性につい

ての考察を示した。 

第 16 章では、本調査研究に関連して開催したワ

ークショップの概要を掲載した。 

〇 ワークショップの開催（報告） 

日米双方が行う第三国に対する海上保安能力向

上支援策の比較検討及び今後のあり方を探るべく、

平成２９年２月、ワシントンＤ.Ｃ.近郊にてワー

クショップを開催した。 

・日 時 

平成２９年２月２２日（水） 

１２:３０～１６:３０ 

・場 所 

Holiday Inn at Key Bridge Rosslyn 

 

４．事業の成果、達成状況 

本調査では、南シナ海を巡る状況や、米国が行

う第三国支援に対する海洋関連政策・戦略スタン

ス、関係組織や予算傾向及び各種能力向上支援策

等について行った基礎調査の内容を中心に報告書

を取りまとめた。 

南シナ海をはじめとするアジア太平洋地域にお

ける海洋秩序及びそれに対応する海上保安機関へ

の関心が高まりを見せる中、本調査の実施にあた

っては、国際世論の中心地とも言える米国ワシン

トンＤ.Ｃ.に常駐することの利点を最大限に生か

し、米国沿岸警備隊をはじめ関係機関、民間専門

家等との間で有意義な意見交換・情報収集が行え

た点、そして、平成２９年２月に開催したワーク

ショップにおいて、南シナ海の現状や米国の第三

国支援に関する取り組み等、幅広い分野について

参加者間で情報共有がなされ、それを踏まえた議

論を行う場が提供できた点は本事業における成果

とできるだろう。 
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